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a. kWh価値：取引をめぐる状況（Ⅱ. 相対取引）

• 相対取引は、卸市場取引と異なり一律の取引単位は無いため、小規模再エネや自然変動型再エネに
とっては市場取引しやすい。一方、小売電気事業者にとっては、自然変動型再エネの正確な発電予測
や出力調整が難しく、相対取引をしにくいといった側面もある。

• また、足下では、本年11月以降に順次FIT買取期間が終了する住宅用太陽光が出てくるのを控え、
多数の小売電気事業者から買取メニュー発表が相次いでいる。

• こうした状況をふまえつつ、小売電気事業者がFIP電気を相対取引しようというインセンティブが働くよう
に、制度設計や環境整備をしていくことが重要ではないか。
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第16回（2019年7月）
再生可能エネルギー大量導入・

次世代電力ネットワーク小委員会
資料2

＜住宅用太陽光のFIT買取期間終了後の主な買取メニュー（新電力）＞



a. kWh価値：取引をめぐる状況（Ⅲ. アグリゲーターを介した卸市場取引）
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• 今後、FIP制度の導入や卒FIT電源の出現により、発電側のアグリゲーターのニーズが高まると予
想される。

• 具体的には、まず、kWh価値の取引における卸電力市場の取引単位等をめぐり、中小規模の再エ
ネ電源を束ねるニーズが高まると考えられる。また、発電計画作成やインバランス抑制のために必要と
なる予測技術や出力調整に対し、高度な技術と多電源を持ち合わせたアグリゲーターが効率的に
対応するニーズが高まると期待される。

• 例えばドイツではアグリゲーション・ビジネスが活発であり、2019年1月時点でFIP制度を利用している
約75GWのうち70%程度の設備が上位10社のアグリゲーターと契約している。

• 日本では現在、アグリゲーターの電気事業法上の位置づけの必要性の議論等も行われているが、こ
うした動向も踏まえながらFIP制度の対象とする再生可能エネルギーの電源種・規模等を検討してはど
うか。

出典：IEEJ デジタル技術を活用した新たなエネルギービジネスに関する調査

アグリゲーション・ビジネスの例）Next Kraftwerke ビジネスモデル全体概念図 第10回（2019年10月）
エネルギー・リソース・

アグリゲーション・ビジネス検討会
資料7
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a. kWh価値：一時的に買手がなくなる場合への対応

• 前述のとおり、卸市場取引が困難な小規模電源は、小売電気事業者との相対契約やアグリゲーター
との契約により、kWh価値を取引をすると考えられる。そういった取引形態においては、小売電気事業
者やアグリゲーターの倒産等、契約相手の事情により、突然、買手を失う可能性がある。仮に新たな契
約先をすぐに見つけられなければ、kWh価値を一時的に売れなくなる。こうした場合に備え、特別な措
置を設けるべきか。

• 住宅用太陽光のFIT買取期間終了後については、一時的に余剰電力の買手が不在（無契約での
逆潮流）となった場合、無契約だからという理由で余剰電力の系統への逆潮流ができないよう解列する
と、宅内配線状況によっては小売供給まで遮断される懸念があるなど需要家に対して過大な不利益
をもたらし得る。このため、一時的・例外的措置として、一般送配電事業者に無償での引受けを要請し
ている。

• 諸外国で市場取引が必要な類似の制度を導入している国では、ドイツのように特段の措置を設けてい
ない国もあれば、イギリスやフランスのようにラストリゾートとして市場価格からディスカウントした価格で
の買取義務が設けられている国もある。

第１回（2017年12月）再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料４

＜住宅用太陽光のFIT買取期間終了後の余剰電力の一時的な買手不在時の対応＞
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b. インバランス：インバランス発生の抑制に向けた環境整備

• 計画値同時同量制度において、発電事業者は、発電計画作成やインバランス精算の義務を負って
いる。再生可能エネルギーを市場統合するためには、FIT制度で設けられてきたインバランス特例を
改め、FIP認定事業者が、インバランスの発生を抑制するインセンティブを持たせ、電力システム
全体の調整コスト削減を目指すべきではないか。

FIP認定事業者（発電事業者）

• FIP認定事業者が、天候も考慮しながら、実需給断面により近いタイミングで発電計画を作成す
ることで、インバランスの発生を抑制できる。その際、適切な発電計画を作成できるようにするには、
予測技術や予測サービスが展開されていくことも重要ではないか。

アグリゲーター

• アグリゲーターが、多地域の自然変動型再生エネルギーをまとめることで、個々のFIP認定事業者に
よる発電予測を代替したり、局所的天候変化の発生時にインバランス負担をならす効果が生まれ
る。また、アグリゲーターが自然変動型再生可能エネルギーと火力発電等をあわせ持つことで、発電
計画に沿った出力調整が実現しやすくなる。加えて、高度な予測技術など専門的ノウハウを持った
アグリゲーターは、時間前市場等を活用しながらより多くのkWh価値を市場取引する。

• このように、FIP認定事業者から手数料等を徴収する代わりに、アグリゲーターが正確な発電予測
や適切な出力調整を実施できるならば、効率的にインバランス発生が抑制されると考えられる。

• このように、FIP認定事業者がインバランス発生を抑制するインセンティブを享受するためには、予測
技術・予測サービスやアグリゲーターといった事業環境整備も進めていくことが重要である。
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市場への統合に向けた環境整備についての基本的な考え方（案）

再エネの市場統合（FIP制度の導入）に向けて、まずは次のような基本的考え方に沿った取りまとめを行い、詳細に
ついては、市場を取り巻く中長期的な動向も踏まえつつ、今後更に検討を深めていくこことしてはどうか。

(a) kWh価値

 再エネ発電事業者が自ら市場でkWh価値を取引することにより、再エネ発電ビジネスの高度化と、電力
市場の活性化が期待される。このためには、発電予測支援ビジネスやアグリゲーション・ビジネスの活性化
のための環境整備の措置を進めることが重要。

 なお、小規模の再エネ事業者については、JEPXの最小取引単位を満たすことが厳しいことも考慮し、アグリ
ゲーション・ビジネス等の活性化の状況を見極めながら、FIP制度における市場取引の対象とする電源
種・規模等を検討すべき。また、小規模再エネの買手が一時的に見つからない場合の特別な措置の要否
についても検討すべき。

(b) インバランス

 再エネ発電事業者もインバランスの発生を抑制するインセンティブを持たせるべき。この際、発電予測や、
小売事業者・アグリゲーターとの契約のノウハウを持たない事業者が市場に出てくることを踏まえ、環境整備
を進めるとともに、再エネ事業者のインバランス負担の軽減のための経過措置等も検討すべき。

(c) 環境価値等

 将来、FITやFIPのような支援制度から自立した再エネ発電事業者は、kWh価値だけでなく、環境価値
等についても自ら市場取引をして、投資を回収することになる。

 自立化へのステップとして考えた場合、FIP制度においても、発電事業者が自ら環境価値を販売していく
仕組みを考えるべきか。

 この際、FIT制度の下で販売された電気は、費用負担調整機関がFIT非化石証書を販売し、その収入を
国民負担の抑制に充てていることとの整合性を確保すべき。
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a. 基準価格： 基準価格（ＦＩＰ価格）の決定について

 FIPの基準価格（ＦＩＰ価格）は、FITの買取価格と同様、電源種毎に「調達価格等算定委員
会において定める方式」と「入札による競争で定める方式」のいずれかによって定めることとしてはどうか。

 入札の方式については、現行FIT法における入札制度を参考に、今後詳細の検討をしてはどうか。
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 調達価格の決定方式には、
（ⅰ）応札額をそのまま調達価格として採用する方式（pay as bid 方式） と
（ⅱ）最も高い額で落札した者の応札額を全員の基準価格とする方式（uniform pricing 方式）

があるが、価格低減効果の健全化等の観点から、pay as bid 方式を採用。

調達価格の決定方式

 競争性を確保し、コスト低減に資するように、入札価格の上限を各回毎に調達価格等算定委員
会が設定。その際、直近の国内外の発電コストの状況や、前回の入札結果等を勘案。

上限価格

 事業者間の競争がより進み、コスト低減が促されるよう、調達価格等算定委員会が設定。その際、
足下の導入量のトレンドや、前回の入札結果（参加資格を得たものの入札しなかった案件や、不
落案件）等を勘案。

募集量

 2017年度は１回、2018年度・2019年度は２回開催。（※2017年度・2018年度は試行的期間）

入札回数（例：太陽光）

（参考）現行FIT法における入札方式の概要







FIP制度の詳細設計についての基本的な考え方（案）

FIP制度については、基準価格（ＦＩＰ価格）・参照価格の他にも細かい論点が多いため、まずは次
のような基本的考え方に沿った取りまとめを行い、今後詳細の制度設計を行っていくべきではないか。

① 長期的な卸市場価格の低迷などの予見性を著しく損なうリスクは最小化しつつ、電源の特性
を踏まえ、市場価格の変動に対応する発電行動を促す仕組みとする。

② 対象電源については、市場への統合による効果が期待できるもの（競争電源）を念頭に置
きつつ、各電源の導入量やコスト低減等を踏まえ、調達価格等算定委員会において適用対
象を決定する。

③ 基準価格（ＦＩＰ価格）の決め方（上限価格や募集量等の入札の条件等）や、参照
価格の決め方（参照する期間や時期等）は、制度開始後も調達価格算定委が電源の実
態や入札結果等も踏まえながら、ファインチューニングしていける柔軟な制度とする。
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＜ドイツのFIP開始後の制度変遷＞

FIP対象

基準価格
（ＦＩＰ価格）

インバランス等

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

FIT/FIPの
選択制を導入

（導入前はFITのみ）

500kW超の
新規設備に
FIP義務化

100kW超の
新規設備に
FIP義務化

政府決定方式

750kW超の
新規太陽光等は
入札制度導入

管理プレミアム※を
付与

管理プレミアムの
適用を終了 ※TSOが当該電力を市場販売していた場合に要していた費用

（発電予測・インフラコスト等）

地上設置太陽光は
入札を実施


